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インパクトコンソーシアム勉強会（入門編）

第４回

データ・指標分科会



データ・指標分科会 概要

 国内外の先行研究等と連携しながら、投資事例等の共有・分析等を行い、中長期的な課題解決・事業性実
現等に有効なインパクト指標の設定のあり方、投資実施時のデータの収集・推計方法、社会課題を示すマクロ
データのあり方など、データ・指標の項目と着眼点、収集方法等について、議論を行う。

【第１期】

 企業・投資家が資金調達・投資、その後の対話に活用出来る実践的なインパクトデータが不足・不明瞭である
点が広く指摘されていることを踏まえ、投資で実際に活用されたデータとケースを集約する国際的なデータベース
との接続も含め、日本固有のデータ・指標も結合したデータベースの整備・運用等に向け、議論を進める。

【第２期】

 第１期の議論をふまえて、インパクト・データベースの案内板（試行版）の実装・展開を行うとともに、事業者・
投資家等の関心の高い分野（環境、ヘルスケア、インフラ）について、ディスカッションメンバー間において取組事
例の共有・議論を通じて、あるべきインパクト・データベースの在り方を検討する。

概要
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◼ 第１期では、インパクト創出・拡大に向けては、インパクト指標･ベースライン値･活用事例等が必要であるとの認識から、各場

面に応じた、各種の代表的なデータベース情報を集約・整理して提示。あわせて、企業・投資家等の関心が高い課題分野

を特定したうえで（インフラ、環境、ヘルスケア）、 今後、整備が求められるデータベースにおける基本的な考え方を整理

◼ 第２期では、「望ましいデータベースの基本的な考え方」に沿って、インパクト・データベースの案内板（試行版）の実装・展

開を行うとともに、重点３分野の「インパクト指標集」を策定するとともに、活用の際に参考となる「事例集」を整備することに

より、インパクト創出の実践を下支えするとともに、将来的なインパクト目標・指標の検討時における基盤を提示

データ・指標分科会 これまでの取組 【第１・２期】

企業・投資家等の関心が高い課題分野の特定

環境・エネルギー ヘルスケア・健康 インフラ・不動産

データ・指標を活用する主な場面を踏まえた既存データベースの整理

インパクト
目標の特定

指標とベース
ライン値特定

アウトカムとベース
ライン値の比較

計画 実践 測定・評価 報告・活用・検証

場面
１

場面
２

場面
３ 望ましいデータベースの基本的な考え方（コンセプト）

「インパクト
データベース
の案内板」
としての役割

１
代表的な指標・
ベースライン値・

活用事例の整理

２

２
０
２
４
（
第
１
期
）

２
０
２
５
（
第
２
期
）

インパクト・データベース案内板（試行版）の実装 データ・指標イメージ（指標集）の検討

各種の代表的なデー
タベース情報を集約

関係省庁発行のインパクト
創出・投資に関する情報

日本の課題としての重要性

国際的な整合性

企業価値との関係性

観
点

実装

3 

インパクト指標集 ＤＭ事例集

具体化

各種指標・統計・調査結果

具体化

具体化具体化

インフラ・不動産

環境・エネルギー

ヘルスケア・健康

インフラ・不動産

環境・エネルギー

ヘルスケア・健康

19の指標例・
ガイダンス等

22の統計・
調査結果等
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【参考】 第１期における活動（既存データベースの整理）

データベースの案内板（試行版）の構成

https://impact-consortium.fsa.go.jp/wp-content/uploads/2025/06/unei_06_05.pdf

https://impact-consortium.fsa.go.jp/wp-content/uploads/2025/06/unei_06_05.pdf
https://impact-consortium.fsa.go.jp/wp-content/uploads/2025/06/unei_06_05.pdf
https://impact-consortium.fsa.go.jp/wp-content/uploads/2025/06/unei_06_05.pdf
https://impact-consortium.fsa.go.jp/wp-content/uploads/2025/06/unei_06_05.pdf
https://impact-consortium.fsa.go.jp/wp-content/uploads/2025/06/unei_06_05.pdf
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【参考】 第２期における活動（データベースの案内板（試行版）①）

データベースの案内板（試行版）の実装

 第１期において情報取集を行った既存データベースを整理したデータベースの案内板（試行版）を展開

 インパクトコンソーシアムのウェブサイトのヘッダーから閲覧可能

https://impact-consortium.fsa.go.jp/impact-database-navigation-guide

https://impact-consortium.fsa.go.jp/impact-database-navigation-guide
https://impact-consortium.fsa.go.jp/impact-database-navigation-guide
https://impact-consortium.fsa.go.jp/impact-database-navigation-guide
https://impact-consortium.fsa.go.jp/impact-database-navigation-guide
https://impact-consortium.fsa.go.jp/impact-database-navigation-guide
https://impact-consortium.fsa.go.jp/impact-database-navigation-guide
https://impact-consortium.fsa.go.jp/impact-database-navigation-guide
https://impact-consortium.fsa.go.jp/impact-database-navigation-guide
https://impact-consortium.fsa.go.jp/impact-database-navigation-guide
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【参考】 第２期における活動（データベースの案内板（試行版）②）

データベースの案内板（試行版）の構成
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【参考】 第２期における活動（インパクト指標集の策定①）

インパクト指標集の概要

ヘルスケア

インパクト指標集（イメージ）

各種指標・統計・調査結果の活用

国内・海外データ提供機関の活動

関係省庁等がまとめるインパクト
創出・投資に関する情報

国土交通省 環境省：グリーンリスト

                            厚労省：健康日本21

 関係省庁の協力も受けて、公表物記載の各指標に加え、参考数値等（一部）を掲載した「インパクト指標集」を策定

SDGs等インフラ

SDGs等環 境

SDGs等

アクティ

ビティ

ﾍﾞｰｽﾗｲﾝ

参考数値
指 標

活用事例
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【参考】 第２期における活動（インパクト指標集の策定②）

インパクト指標集（イメージ）

 2026年６月のインパクトコンソーシアム成果報告会を経て、インパクトコンソーシアムウェブサイトに掲載予定
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【参考】 第２期における活動（ＤＭ事例集の取りまとめ）

ディスカッションメンバー事例集

 IMMに取り組む事業者・投資家への参考に資するべく、ディスカッションメンバーによる取組事例をまとめた「事例集」を提示

 インパクト指標集同様、インパクトコンソーシアム成果報告会を経て、インパクトコンソーシアムウェブサイトに掲載予定



インパクトコンソーシアム勉強会（入門編）

第４回

市場調査・形成分科会



概要

p ⽇本のインパクト投資市場の概況を整理し、国際⽐較や本邦投資家・企業等の特徴も踏まえつつ、裾野拡⼤を図るべき市場
やこのための課題等について議論する。例えば、上場前の⼜は上場を⽬指さない企業のインパクト評価、セカンダリー・上場等の
出⼝、多⾓的な事業を営む上場企業へのインパクト評価、⻑期投資のあり⽅等について順次議論を⾏う。

p 第1期は、特にエクイティ投資の中でも上場株式に着⽬しつつ、未上場株式へのインパクト投資との接続の観点も踏まえて議論。
第2期では、第1期の議論を踏まえつつ、様々な主体の視点から、インパクト創出と投資収益の両⽴に向けた、IMMの観点で
のインパクトの評価・開⽰等に関する事例研究・知⾒共有を⾏う。

⽬的

第2期メンバー

p 座 ⻑︓フロネシス・パートナーズ株式会社 顧問 ⽩⽯ 智哉
p 副座⻑︓りそなアセットマネジメント株式会社 チーフ・ファンド・マネージャー 井浦 広樹

インパクト・キャピタル株式会社 代表取締役 ⻩ 春梅
p ディスカッションメンバー（15名）

(敬称略・五⼗⾳順)

• 株式会社ユカリア 荒⽊ ⼤⽮ ※

• 野村アセットマネジメント株式会社 今村 敏之
• 株式会社NTTデータグループ 遠藤 荘太
• 三井住友信託銀⾏株式会社 ⼤倉 彬
• ⽇本⽣命保険相互会社 景⼭ 綾⼦
• 五常・アンド・カンパニー株式会社 堅⽥ 航平
• 三菱UFJ信託銀⾏株式会社 加藤 正裕
• 合同会社 Co-Create Frontier 菊池 勝也

• カディラキャピタルマネジメント株式会社 坂本 ⼀太
• Impact Frontiers 須藤 奈応
• ⼤和証券株式会社 芹沢 健⾃
• アサヒグループホールディングス株式会社 ⻄原 ⾹織
• 株式会社かんぽ⽣命保険 野村 裕之
• GLIN Impact Capital 秦 雅弘
• ニッセイアセットマネジメント株式会社 林 寿和

※荒⽊様は2026年2⽉にユカリアを退社されたため、それ以降の分科会の活動には不参加
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第２期テーマ設定

p 分科会の第1期の議論では、上場株式へのインパクト投資の市場参加者がさらに拡⼤していくための課題として、以下が
挙げられた。

p 「インパクト創出と投資収益の両⽴」をいかに実務として実装していくか。IMMを軸にインパクトの評価・管理・開⽰・対話
のあり⽅に関する国内外の事例研究・知⾒共有を⾏う。

第２期の活動と成果のイメージ

現状・課題

① インパクト創出と投資収益の両⽴の健全な循環に向けた知⾒の共有
ESG投資と⽐較したインパクト投資の特徴は、企業個別のマテリアリティにとどまらず環境・社会というシステム全体の観点で
企業活動を捉えていること、また、リスクのみならず機会として捉えることで結果としてインパクトと投資収益の両⽴を⽬指す
ことにある。こうした点を踏まえ、標準化されたフレームワークを実務に落とし込むための知⾒の共有が⼀層必要。

② インパクトの価値創造ストーリーへの統合
インパクトを環境・社会システム全体への影響と捉えた上で、リスク・機会の両⾯で企業の価値創造ストーリーに統合してい
くことが重要。

③ インパクトデータの信頼性・解像度の向上
インパクトは必ずしも全てについて定量的な分析や⽐較を⾏うことができるものではないが、可能な限り定量化や解像度・
信頼性の担保を⾏い、市場関係者にとって参考となるものとしていく必要。

④ システム的思考と協働
多様なステークホルダーとの協働を通じて複雑な課題を⽣み出している構造（システム）の根本的な解決に当たっては、
上場企業・アセットオーナー・アセットマネージャー等の市場関係者間の知⾒共有や意識醸成が⼀層重要。

⑤ 企業と投資家との対話の創意⼯夫
インパクト創出に取り組む企業にとって、IPO後に投資家からの⽀援を受けられなくなるなど、IPO前後で分断が⽣じている
ことも課題の⼀つである。未上場株投資家から上場株投資家へ、企業によるインパクト創出やIMMを促す役割が引き継
がれることが望ましく、クロスオーバー投資などの好事例の増加が期待される。
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第2期の進め⽅

１．IMMの理解（基礎） ２．ケーススタディによる理解の深化

議論
概要

３．ステークホルダーの協働事例の理解

Ø IMMのフレームワークの理解
Ø 海外事例を通じた実践の把握
Ø IMMの位置付けの共有

対応
テーマ

Ø IMMのフレームワークを理解の上、インパクトの評価・開⽰（価
値創造ストーリーの作成・サステナビリティ情報の活⽤）の事例
をケーススタディ

Ø インパクトの開⽰を踏まえた対話におけるノウハウや課題の理解
（対話デモンストレーション）

Ø アセットオーナー・アセットマネージャーな
どのステークホルダー間の協働事例を踏
まえて協働のあり⽅を理解

① インパクト創出と投資収益の両⽴の
健全な循環に向けた知⾒の共有

② インパクトの価値創造ストーリーへの統合

④ 企業と投資家との対話の創意⼯夫

⑤ システム的思考と協働

（③ インパクトデータの信頼性・解像度の向上）

① インパクト創出と投資収益の両⽴の健全な循環に向けた知⾒の共有

② インパクトの価値創造ストーリーへの統合

④ 企業と投資家との対話の創意⼯夫

⑤ システム的思考と協働

（③ インパクトデータの信頼性・解像度の向上）

第2期の活動概要

① インパクト創出と投資収益の両⽴の
健全な循環に向けた知⾒の共有

② インパクトの価値創造ストーリーへの統合

④ 企業と投資家との対話の創意⼯夫

⑤ システム的思考と協働

（③ インパクトデータの信頼性・解像度の向上）
データ・指標
分科会にて実施

n IMMのフレームワークと企業・投資
家におけるIMMの実践の現状
- ニッセイアセットマネジメント

林寿和 様

n 海外におけるIMMの事例
- Baillie Gifford & Co  Edward 
Whitten 様
- WHEB (Foresight Group)
Seb Beloe 様

第１回分科会
2025年10⽉15⽇（⽉）

n アセットオーナー・アセットマネージャー
のシステムチェンジ投資・協働の事例
-かんぽ⽣命保険 野村裕之 様
-三菱UFJ信託銀⾏ 加藤正裕 様

n システム思考で設計する循環型経済
〜サーキュラーエコノミーの事例に学
ぶ、戦略・組織・ファイナンスの統合〜
-デロイトトーマツ ⼭﨑 英幸 様

第４回分科会
2026年３⽉４⽇（⽔）

第2回分科会
2025年12⽉8⽇（⽉）

n インパクト投資における伴⾛⽀援・対話
の実践
-インパクト・キャピタル ⻩春梅 様

n クロスオーバー投資におけるインパクト
投資の実践
-野村アセットマネジメント 今村敏之 様

n ケーススタディ (対話デモンストレーショ
ン)
-ユカリア 荒⽊ ⼤⽮ 様
-五常・アンド・カンパニー 堅⽥航平 様
 

第３回分科会
2026年１⽉23⽇（⾦）

n インパクトの価値創造ストーリーへの統
合（社会的価値と財務的価値との関
係性の明確化）
-Co-Create Frontier 菊池勝也 様

n アセットオーナーによるインパクト投資の
実践と課題
-⽇本⽣命保険 景⼭綾⼦ 様

n ケーススタディ (対話デモンストレーショ
ン)
-NTTデータグループ 遠藤荘太 様
-アサヒグループHD ⻄原⾹織 様
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第2期の議論と学び

各回の対象課題・議論の目的 議論を通じた学び

• インパクト測定の⽬的は、資⾦提供者への報告に加え、事業の改善のために活⽤する動きも出てきてい
るほか、後者を⽬的としたIMMのなかでも、⽬標に向けた進捗を確認し対策を検討する診断的なものか
ら、プロダクトの改善やイノベーションへの⽰唆を探索するものへと広がりを⾒せている。

• 投資家は、⾃社の投資やエンゲージメントの効果を確認するためのツールとしてIMMを活⽤すべき。他
の運⽤会社との協働や多様なステークホルダーを巻き込んだエンゲージメントも、インパクトの⼤きい分
野への⽀援や資本配分を促す上で重要。

• 上場株式への投資であっても、エンゲージメント活動の詳細な記録と達成された成果との関連性を⾒
出すことで投資家による貢献を⽰すことは可能。

• 投資家は伴⾛⽀援者として、企業が主体的にIMMを推進できるよう、リソース配分や実⾏可能性に配
慮した対話、企業と投資家間の明確な⽬標・マインド設定が不可⽋。スタートアップ企業と国内外の上
場株式投資家との対話の場を早期に設定することで、経営者の視座向上へ繋げることが可能。

• インパクトが将来どのように企業の成⻑の源泉となり中⻑期的財務価値へ還元されるかまでを⼀体で
可視化することで、経営陣は⾃社の意思決定や⽅向性を検証して軌道修正ができるほか、投資家の企
業価値の⽬線を具体化できる。

• インパクトKPIが事業KPIを通じて最終的に企業価値に反映されていく仕組みが重要。多⾓的事業を
営む企業では、事業同⼠のインパクトのつながりが⾒えるようなロジックモデルも有益。インパクトの可視
化は、社会課題解決に対する社員のモチベーション向上や社内の⼀体感の醸成にも寄与する。

• サステナビリティ情報と財務を⾒える化するには、社会価値を経済価値に同期化させる仮説の検証、経
済価値の先⾏指標となるKPIの探索、価値創造の源泉となる資本への投資・開⽰が重要。

• システム変⾰には、既存事業に限らない新たなイノベーションやビジネスモデル、俯瞰的視点が必要であり、
投資先の選定にあたっては、インパクトと財務リターンの両⽴を実現するための⽬利き⼒が重要。

• システムチェンジ投資は、マルチステークホルダー間の連携や各⽴場からの⾏動の実践（βの追求）に
加え、解決すべき課題を深堀りすることで、エンゲージメントの質の向上や分析⼒・⽬利き⼒の向上（α
の追求）も期待できるという点で、総需要の拡⼤に向けた先⾏投資の側⾯もある。

• 企業主導でシステム変⾰に取り組む上でも、特にファーストムーバーは、初期段階から資⾦提供側を含め
た他の主体との連携が必要不可⽋。

インパクト創出と投資収益の両⽴の健全な
循環に向けた知⾒の共有

【議論の⽬的】
IMMのフレームワークを理解し、主に海外における
IMMの事例の研究を通じて、その活⽤について共通
認識を持つ。

第
1
回

インパクトの価値創造ストーリーへの統合・
企業と投資家との対話の創意⼯夫

【議論の⽬的】
インパクトを環境・社会システム全体への影響と捉えた
上で、リスク・機会の両⾯で価値創造ストーリーに統合
することや、企業・投資家双⽅が期待するインパクトの
開⽰・対話の実践に繋げる。

第
２
回
・
第
３
回

システム的思考と協働

【議論の⽬的】
アセットオーナー・アセットマネージャーなどのステークホル
ダー間の協働事例を踏まえ、複雑な社会・環境課題
を⽣み出している構造（システム）の解決に向けたイ
ンベストメントチェーンの主体間の協働の重要性やあり
⽅について理解する。

第
４
回

4 
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そもそも一体なぜインパクト関連の測定をするのか：「報告」のためか、それとも「改善」のためか

4
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＜インパクト測定に関する先行研究141
本：測定の目的について＞

（注）重複カウントを含む
（出所）Roor, A. and Maas, K. (2024) “Do impact investors live 
up to their promise? A systematic literature review on 
(im)proving investments' impacts”, Business Strategy and the 
Environment, 33(4), 3707-3732

51.8%

21.5%

8.7%

7.1%

4.5%

3.8%

0.5%

2.0%

0% 20% 40% 60%

資金提供者からの要求の変化

慈善団体幹部によるインパクト測定への
優先順位付け強化

インパクト測定に対する資金提供者から
の支援の増加

競争力を高めたい／ベストプラクティス
に追いつきたい

サービスの改善のため

提供するサービスが生み出している変化
について知りたい

インパクト測定のスキルを持つ者を採用
したから

その他
（N=550）

＜インパクト測定により多くの労力を費やすようになった
主な理由（単一選択）＞

（注）英国の慈善団体を対象とした調査。755の回答機関のうち「過去5年の間にインパ
クト測定により多くの労力を費やすようになった」と回答した550の回答機関が母数
（出所）Ní Ógáin E. Lumley T. & Pritchard D. (2012) “MAKING AN IMPACT Impact
measurement among charities and social enterprises in the UK” New Philanthropy 
Capital

• 資金提供者が社会的企業に
資金を提供する前段階や初
期段階
→インパクト測定は、社会
的企業と資金提供者の双方
から、正当性を確立するた
めの手段として捉えられて
いる

• 時間の経過とともに、イン
パクト測定が組織学習の
ツールとしての位置付けへ
と変化

（出所） Lall, S. A. (2019) “From 
legitimacy to learning: How impact 
measurement perceptions and practices 
evolve in social enterprise–social finance 
organization relationships”, VOLUNTAS: 
International Journal of Voluntary and 
Nonprofit Organizations, 30(3), 562-577

（論文数）

1) IMMの理解（第1回） ニッセイアセットマネジメント



2) 投資家の実践 IMMの実装（第2回） インパクト・キャピタル

6 

11

❹ コアKPI抽出の創意工夫 ～ KPI抽出の具体的プロセス

KPIのプール

コアKPI

候補

経営戦略との
関連性を考慮

モニタリングを通じて試走させ、コアとなるKPIを最終確定

モニタリングを通じた試走方法を考える

• コアKPIの候補について、半年/1年程度モニタリングを通じ、試走させてPDCAサイクルを回
しつつ、指標が想定した形で測定可能か、指標として期待した役割を果たすかを確認する

• モニタリングの試走方法については以下2パターンを想定。

– コアとなるKPI2-3つを絞り込み、上場までにPDCAサイクルを回し問題ないことを確認

– 10個ほど同時にモニタリングを試走させ、上場までにPDCAサイクルを回しやすいもの
に絞り込む

 インパクト創出に至るストーリーを示したロジックモデルをベースに、インパクトKPIを設定。インパクト指標に加え、

マテリアリティを考慮したE㻿G関連指標も抽出し、財務指標を含めKPI（指標）プールを構築します

 その後、経営戦略との整合性を評価してコアKPIの候補を抽出します

 モニタリングを通じて試走させ、最終的にコアKPIを選定することを想定します

マテリアリティから

抽出した

E㻿G指標

財務指標
ロジックモデルから

抽出した

インパクト指標 KPIプール抽出の考え
– ロジックモデルや㼀OC上でレバレッジポイントとなる重要な指標、ロジックモデル上の矢

印をより太くすること（競争優位性を強化）ができる指標

経営指標や経営戦略と関連づける

• KPIのプールから、経営指標や経営戦略と関連付けて説明可能なものをコアKPIの候補とし
て抽出する

• 以下の選定を思案

– 経営戦略とロジックモデルで共通して想定される指標

– 売上や収益とインパクトの創出がしっかり連動している時にのみ顕著な動きを示す指標
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経営者の目線をどこまで遠くに飛ばせるかが鍵

現在 将来

現在のビジネスモデル ビジョンを具現化するためのビジネスモデル

パーパス：企業としての存在意義を再定義

ビジョン：パーパスを実現するための目指す姿

ビジネスモデルを実行するための経営戦略

as is to be
できるだけ遠くに飛ばす

マテリアリティ（経営上の重要課題）

フリーキャッシュフローの創出

現経営陣 未来の経営陣
経営のリレー

（指名と報酬を軸とした制度設計）

KPI

連動

企業価値

現在の経営戦略

取締役会を中心としたガバナンス

現在の
サステナビリティ
経営資本

求められる
サステナビリティ
経営資本

Transformation

ギャップを埋めるためのサステナビリティ経営資本投資

足元だけの情報開示
＝低いバリュエーション

将来のポテンシャルを語る
＝高いバリュエーション

どのような社会を作りたいか
＝社会的インパクトの規模
（＝市場の大きさ）

どのようなロジックでビ
ジョンやインパクトが達
成できるのか（ロジッ
クモデル）、そのため

の戦略

エクイティ・ストー
リーの構築

成長を実現するリ
ソースの備え、準
備はあるか？

エクイティ・ストーリーを
実現するための組織
的仕組みはあるか？
＝経営に対する信頼

成長を実現するための
経営上の重要課題を
特定できているか？

進捗管理の見える化、執行と監
督の歯車、投資家に対するアカ

ウンタビリティ強化

ギャップの認
識と転換

7

2) 投資家の実践（第2回） エクイティストーリーの再構築 野村アセットマネジメント



3) 企業の実践（第3回） インパクトと企業価値創造プロセス アサヒグループホールディングス

8 

ⒸASAHI GROUP HOLDINGS. All rights reserved. 18

ロジックモデル（価値関連図）

2024年版価値関連図_環境テーマに一部抜粋
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11

システムチェンジの考え方を採り入れて 「変えたこと」 「変えないこと」

出所：三菱UFJ信託銀行

➢ 「変えたこと」 ＝ 「新たに始めたこと」

① システムマップ分析の深化 ＝ 真因を探求する 「分析力」

② マルチステークホルダーミーティング（βの追求）＝ ステークホルダーの 「仲間づくり」 と 「生の声」 の反映

③ 国内上場株式インパクト投資ファンドにおける未投資企業のエンゲージメント ＝ 投資家の貢献の拡充

➢ 「変えないこと」 ＝ 「変わらず重要なこと」

① 受託者責任（ 「インパクト創出」 と 「リターン向上」 の両立 ）

② 国際的規範やガイドラインに対応した分析・測定・開示

③ 投資家と企業の1対1のエンゲージメント（αの追求）

10

4) システムチェンジ投資の実践（第4回） 三菱UFJ信託銀⾏



10 

15

「女性活躍」の分析事例（システム図）

出所：三菱UFJ信託銀行14

4) システムチェンジ投資の実践（第4回） 三菱UFJ信託銀⾏



第２期で形成された主な共通認識

p本分科会の第２期の議論を通じて、以下のような共通認識が形成された。
p IMMの位置付け︓IMMの⽬的は「報告」から「意思決定・改善」へと拡張しつつあ
ること。診断型から探索型へと広がりつつあること。

p投資家の役割︓エンゲージメントの効果をインパクトによって確認すること。ステーク
ホルダー連携が重要であること。

p企業側の実装︓経営陣のコミット。インパクトを価値創造ストーリーの中でリスクと
機会の両⾯から捉えること。社内モチベーションへの影響。

p対話と価値創造︓インパクトと財務の統合。先⾏指標としての主要KPI探索・設
定。対話と実務の⾼度化が不可⽋であること。

pシステム・チェンジ︓マルチステークホルダー連携。システムマッピングによる⽬利き⼒・
分析⼒の重要性。

p他⽅で、インパクトに関する情報をいかに投資家の投資判断や企業の経営判断・資本
配分の意思決定に活⽤していくのか、またそれをどのように市場全体として共有・蓄積し
ながら理論化と実務の往復・循環を続けるのかという点は、今後の検討課題

11 



インパクトコンソーシアム勉強会（入門編）

第４回

地域・実践分科会

事業：工藤副座長金融：宜保座長



2 

地域・実践分科会 概要

概要

2 

 地域には、潜在的に活用し得る様々な環境・社会的又は人的資源が存在。こうした資源を活用しつ
つ地域発で環境・社会課題に対応し、経済・社会基盤の強化を実現していく取組みへの期待は高い。

 実際に、足許、規模や業種、求める社会・環境的効果や収益水準、成長速度等も多様な企業によ
るインパクトの創出例が見られつつある一方、地域からインパクトの実現を通じて事業の成長・持続可
能性等を実現するには様々な経営・資本戦略等のノウハウが必要で、取組みの実践は決して容易で
ないと考えられる。

 このため、多様な取組みの浸透・拡大を図るよう、社会・環境課題の解決の視点を取り入れた地域の
価値創造等の取組可能性が多岐にわたる点が理解し易い、関心喚起型の議論・取組みが重要。課
題意識を持ち易い多様な発信を行い、機運醸成とネットワーク構築を支援し、地域への人材・資金の
流れを強化していくことで、環境・社会課題の解決と成長が、様々な工夫の下で相互に補完・強化す
る好循環の地域発での実現を目指していく。

金融：宜保座長



 座 長 金融トラック：株式会社慶應イノベーション・イニシアティブ プリンシパル 宜保 友理子
事業トラック：龍谷大学 教授 深尾 昌峰

 副座長 金融トラック：株式会社日本政策投資銀行経営企画部サステナビリティ経営室長 金谷真吾
事業トラック：公益財団法人社会変革推進財団常務理事 工藤七子

 ディスカッションメンバー （10名）

地域・実践分科会 概要

メンバー

※敬称略・五十音順

• 京都信用金庫 石井 規雄

• 日本商工会議所 岡本 大輔

• 三井住友信託銀行株式会社 金井 司

• 株式会社UNERI 河合 将樹

• 一般財団法人日本民間公益活動連携機構 小崎 亜依子

• 株式会社肥後銀行 坂口 尚

• 株式会社Zebras and Company 田淵 良敬

• 株式会社うむさんラボ 比屋根 隆

• UntroD Capital Japan株式会社 山家 創

• ベータ・ベンチャーキャピタル株式会社 渡辺 麗斗

3

金融：宜保座長



4 

地域において課題解決と事業成長を図る技術・事業の革新等に取り組む企業の類型の例

4 

ユニコーン

企業評価額が 10 億米ドル
超である創業 10 年以内の
未上場企業等

持続可能な成長と社会・環境面での
持続性の両立を図る地域創業企業
等

事業承継を契機に、新事業・
新分野への進出を図る企業
等

新たなマーケット獲得等に繋がる様々
な事業革新を図る既存・伝統企業等

ゼブラ

第二創業 伝統企業

事業：工藤副座長
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第１期における議論 –地域・実践分科会における問い

事業：工藤副座長

地域・実践分科会で向き合いたい「問い」を設定。各回の事例紹介やディスカッションを通して、
「問い」への回答を得ていくと共に、関心喚起と、実践の一歩を踏み出す際の参考となる情報を提供する。

「問い」の位置づけ

なぜ地域でインパクトを意識することが必要なのか

▶ 社会・環境的課題の解決という効果（インパクト）を意図した経済活動が、地域企業等の事業基盤であ
る地域の経済成長・持続可能性にどう貢献するかを考えることで、インパクトを意図した事業や取組みに踏
み込み切れていない参加者が腑に落ちる議論を提供。

１

地域で社会・環境的課題解決を事業成長・経営改革の機会とする
には、自ら「何を（What）」、「どのように（How）」すればよいか

▶ インパクトの創出と収益性のバランスに関する課題例や、経営戦略にインパクトを織り込むことで成長の機
会に結び付けた事例（人材獲得・企業価値の向上・顧客基盤や関係者との連携の構築等）を基に整
理していく。

2
What?
How?

Why?

（第1期第1回分科会資料より作成）
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第１期における議論 –問いに対する気付き

6 

事業：工藤副座長

◼ 多様な価値の創造: 自社の製品・サービスを通じた革新的なソリューションの提供。また、雇用や調達を通じた地域住

民の生活の質の向上、環境保全、文化の継承など、多様な価値を創造することを目指す。

◼ 地域内外の連携と共創: 地域内の企業、自治体、住民などとの連携はもちろん、必要に応じて都市部の企業や専

門家とも協力し、知識や資源を共有しながら事業を進める 。

◼ 柔軟な資金調達: インパクト投資など、企業の社会的価値を評価する新しい資金調達の方法も検討し、事業の成

長段階や特性に合わせて資金を確保する 。

◼ 人材の確保と育成: 特にインパクト志向の経営ができるプロフェッショナルや専門職などの獲得。都市部から人材を呼

び込む仕組みや、多様な働き方を支援する環境づくりも重要となる。

◼ 情報発信とコミュニケーション: もともと持っていた社会的ミッションをインパクト評価を行うことで言語化できた、という指

摘もあった。事業の目的や価値を分かりやすく伝え、投資家等関係者からの理解と共感を得ることが求められる。

なぜ地域でインパクトを意識することが必要なのか１ Why?

地域で社会・環境的課題解決を事業成長・経営改革の機会とする
には、自ら「何を（What）」、「どのように（How）」すればよいか

２
What?
How?

◼ ニーズの深い理解: 地域によって状況や現状が異なるため、地域社会のニーズを深く理解し、地域固有の課題を解

決するための革新的なソリューションを提供することで事業成長と地域経済への貢献が可能となる。

◼ 地域との共生による事業成長: 地域社会との協力や連携を通じて、ステークホルダーからの理解を得ることで、より円

滑な事業運営が可能になる。

スタートアップ企業の事例

（第1期報告書資料より作成）
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第１期における議論 –問いに対する気付き

7 

事業：工藤副座長

老舗企業・中核企業の事例

◼ 長期的な視点での地域貢献: 世代を超えて地域社会の持続可能性に貢献する事業を構想する。

◼ 地域資源の再評価と活用: 地域に根ざした活用されていない資源や産業を見直し、新たな価値を見出す。

◼ 地域内の連携強化: 地域内の多様な主体（他の企業、自治体、教育機関、NPOなど）との連携を深め、地域課

題を俯瞰的に捉え、地域全体の課題解決への貢献を意識する。

◼ 従業員の働きがいと地域への誇りの醸成: 従業員が地域社会に貢献しているという実感を持てるような事業を展開

し、働きがいを高める。また、従業員が地域の一員としての誇りを持てるような取組みを行う。

◼ 地域社会との対話と共創: 関係者との対話を重視し、地域住民を巻き込んだ事業展開や、共同プロジェクトなども検

討する。地域貢献は「ずっとやってきた当たり前のこと」とせずに、改めて言語化し関係者に発信する。

なぜ地域でインパクトを意識することが必要なのか１ Why?

地域で社会・環境的課題解決を事業成長・経営改革の機会とする
には、自ら「何を（What）」、「どのように（How）」すればよいか

２
What?
How?

◼ 地域経済の基盤強化：インパクト志向の事業を通じて新たな雇用や産業を生み出すと同時に、地域の生活基盤の

整備や多様な資本が強化されることで自社のビジネスの前提となる地域経済の基盤を強化できる。

◼ 企業価値の向上：老舗企業や中核企業がインパクトに取り組むことで、投資家や消費者からの評価が高まり、企業

価値の向上につながる可能性がある。

◼ 人材の確保と育成：地域社会への貢献は、従業員のモチベーション向上や、優秀な人材の確保に繋がる。特に、若

い世代にとって魅力的な働きがいを提供することができる。

（第1期報告書資料より作成）
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第１期における議論 –問いに対する気付き

8 

事業：工藤副座長

ゼブラ企業の事例の事例

◼ 地域構造変革への挑戦: 地域が抱える構造的な課題に着目し、地域社会のあり方そのものを変革することを目指す。

◼ 社会性と経済性を両立したモデルの提示: 経済的な成長を追求するだけでなく、地域課題の解決にも貢献する持続

可能な事業モデルを確立し、地域のステークホルダーの模範となることで地域経済の健全な発展を牽引する。

◼ 地域固有の価値創造: 地域固有の資源、文化、人材などを活用し、地域社会に新たな価値をもたらす事業を展開

する。

◼ インパクト志向のファイナンス: インパクト投資など、社会的なインパクトを重視する新しいファイナンス手法を活用し、

事業の成長とインパクトの拡大を両立させるための資金調達戦略を構築する。

◼ 地域共創エコシステムの構築: 地域内の多様な主体との連携を強化し、互いの資源や強みを持ち寄り、新たな価値

を共創するエコシステムを構築する。

なぜ地域でインパクトを意識することが必要なのか１ Why?

地域で社会・環境的課題解決を事業成長・経営改革の機会とする
には、自ら「何を（What）」、「どのように（How）」すればよいか

２
What?
How?

◼ 地域における関係性の変化への貢献: ゼブラ企業は、多様なステークホルダーを巻き込みながら、地域の構造変化に

積極的に関与することが期待されている。立場を超えた協働を促すことで革新的な解決策が生まれる可能性がある。

◼ 社会課題解決と経済性の両立: ゼブラ企業は、社会課題の解決と経済的な成長を両立させることを重視しており、

地域のインパクトを意識することはゼブラ企業の理念に沿っている。

（第1期報告書資料より作成）
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• 地域における最大の課題は「地域が存続できないかもしれな
いこと」。地域固有の課題をステークホルダーからの理解を得
ながら解決していくことが必要

• 経済的な価値に直結しない自然資本、地方が有する多様
な価値の再評価・再発見が必要

• 地域社会への貢献は企業価値向上・優秀な人材の確保や
モチベーション創出につながる

• 地域金融機関にとって地域経済の健全性・持続可能性
は自らの経営基盤と密接不可分

• 地域におけるインパクトは、地域社会の質的豊かさの向
上につながる

• 社会課題は複雑であるため、インパクトを切り口に「点」
でなく「線」「面」の視点で構造的にとらえ、各関係者が連
携を強化することが重要

Why

▶ なぜ地域でインパクトを
意識することが必要な
のか

What/Howと課題

▶ 地域課題解決を事業
成長・経営改革の機会
とするには、何をどのよう
にすればいいか

第2期のテーマ

▶ インパクトを実現するた
めの課題

事業トラック 金融トラック

• 地域内外の多様な主体との連携強化
• 柔軟な資金調達手法の活用
• 人材の確保のための育成・呼び込みの仕組み作り

• 地域の中でネットワーク同士をつないでくれる触媒機能の存
在がより重要

• 社会課題の解決を目指す企業を支援する金融機関の行動
変容が求められる

• 従来型の融資に留まらない多角的なアプローチ
• 産学官金連携による新規産業の創出と人と知恵の循環
するエコシステムの形成

• インパクト志向でエクイティ活用を含む多用なソリューショ
ン提供を実務レベルで検討できる金融機関人材が不足

• 地域金融機関においてインパクト創出への取り組みにばら
つきがあり、インパクトに着目するインセンティブが十分に
形成されていない

第1回分科会 第2回分科会 第3回分科会 第4回分科会

議論を通じて、地域でインパクトを
意識する必要性の共通認識を醸成

事例を通じて示唆を得られたが、
具体的実践には依然として課題

課題 課題

• 地域における資金の出し手が採りうる手段(How)の深堀り
• 地域における資金の出し手がインパクト創出に取り組むインセンティブを形成することにつながる議論

第１期における議論 –エグゼクティブサマリー

事業：工藤副座長

（第1期報告書資料より作成）
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（第２期第1回分科会資料を基に作成）

なぜ（WHY）インパクトが有用か 実践（How）における課題

意識の理解と広がり

価値の可視化

説得力のある連携

リスク勘案の上で、地域にポジティブな影響創出を
重視、経済の持続性を目指す

インパクト評価を通じて多様な価値を可視化・再
発見し、行動変容へつなげる

地域課題解決の価値をインパクト評価を通じて共
有し、多様なステークホルダーと連携できる

資金の出し手 事業会社

地域経済の持続を目的とし
て、リスク勘案の上で、地域
にポジティブな影響をもたら
す意図を持ってファイナンス
を意義を理解。インパクトと
いうレンズを通じて、多様な
価値を再評価・再発見、行
動変容

地域における課題解決の
価値を、インパクトの考え
方を通じて説得力ある方
法で資金の出し手を含む
ステークホルダーに共有で
きる

様々な組み合わせが存在することを理解した上でのアプローチが重要

3つの主要課題

面の設計とアプローチ

単一機関では対応困
難（多様な連携要）

非金融支援・ノウハウ
提供

個別の組み合わせが存在し、単独手法では困難

多様なファイナンス手法が必要であり、一機関で
全ての資金供給や支援は不可能

単に資金を供給するだけでなく、効果的なエン
ゲージメント・ノウハウが必須

銀行 信用金庫

VC その他金融機関

国 自治体

事業会社

資金の出し手
（域内外）

A企業 B企業

事業会社

その他 その他

地域インパクトエコノミー形成に向けた「点・線・面」の視点
成長段階に応じた多様な資金と、連続的な伴走支援の束の設計が重要

第２期における議論 –地域におけるインパクトファイナンスの課題感

金融：宜保座長



11 

第２期における活動 –事例集-

11 

【全国のインパクト投資（ファイナンス含む）事例の収集・一覧化】

インパクト投資の基本的要素を踏まえもしくは特徴を有することが想定される事例を幅広に調査対象とした。

• 注力先として最新情報を把握する観点からニッキンONLINEの記事、その時点での好事例として取り上

げられてる全銀協や地銀協等の協会や日銀が公開しているレポート等を対象

• 上記の情報源から「インパクト」や「ESG投資」等で検索し過去数年分の記事、レポートを幅広に収集

• 各事例を確認し、インパクト対象（目的）やファイナンス手法等を類型化したうえで一覧を作成

• 全体をマッピングおよび事例毎にスキーム図、ポイント、事例を参考とする際の留意点等の解説を記載

事例調査および整理の観点

出所:地銀協レポート

インパクト投資の基本的要素に関連する事例を幅広に収集して資金の
出し手、資金の受け手ともに参考となる事例集を作成します

一覧イメージ 事例毎の解説イメージ

金融：宜保座長

（第２期第1回分科会資料より作成）



分科会・フィールドワークから得られた示唆

12

第2回での議論 第3回での議論 沖縄フィールドワーク

ブレンデッドファイナンス ギャップと束 地域エコシステムの構築

大
項
目

小
項
目

人
材
・
働
き

方

そ
の
他

環
境

健
康
・
医

療

イ
ン
フ
ラ
・

都
市
開
発

教
育
・
子

育
て

食
料
・
農

業

得られた視座

✓ 公的資金やリスク許容度の高い資金と民
間資金を組み合わせ、民間金融が適切な
リスク・リターでインパクト創出に参入でき
るようにする広義のブレンデッドファイナン
ス」について事例を採り上げ議論

✓ 個別の手法を点として提示するのではなく、
課題の段階や展開に応じて組み合わせ、連
動させて活用できるよう、全体を「セット」と
して設計する視点の重要性を整理

得られた視座

✓ 地域の課題構造を踏まえてインパクトファ
イナンスを検討するプロセスがなぜ有用で
あるかについて、具体的な事例を交えて共
通理解を醸成

✓ 成長ステージ毎に存在する資金供給ギャッ
プと、資金の出し手が地域内で連続的に
連携することによりギャップの解消が図られ
ている構造を分析

得られた視座

✓ 分科会にて議論されてきた資金の出し手の
面的なアプローチについて、沖縄地域にお
いて構築されている様々なステークホルダー
の先進的な取組現場を視察することでその
解像度を高めることができた

✓ 地域特有の課題に対して、地域がエコシス
テムレベルで有機的に連携している実例を
体感することを通して、横展開に向けた気
づきを得られた

⚫ 様々な資金の出し手が面となりアプローチすることでインパクトを創出する事例について議論し、
多大なる示唆を得ることができた

金融：宜保座長
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第２期における議論 –ブレンデッドファイナンス-

金融：宜保座長

ブレンデッドファイナンスの主な効果

呼び水効果
公的資金やリスクマネーが先行する
ことで、以下の効果が期待できる。

公的資金が初期損失
を優先的に負担し、
民間金融の損失リスク
を軽減。これにより投
資参入のハードルを下
げ、資金流入を促進

影響力・目利き力・認
知度等のある外部資
金が入ることで、民間
資金の呼び込みを容
易に

公的資金が低利等の
譲許的なファイナンス
を提供することで収益
を補強し、民間金融
がリスクに見合う収益
性を確保し、ファイナン
ス意義が向上

ファーストロス

リターンエンハンスメント

信用力増強

政治リスク軽減

国際機関や政府の関
与により、政策変更や
資産没収などの政治リ
スクを緩和。長期投資
の安定性を確保し、安
心感を提供

・ 単独では難しい案件に対して
民間資金の投入が可能に

・ 資金調達規模が拡大

・ 資金流入の促進を契機に
社会的インパクトが創出

⚫ 第2期第2回分科会においては、広義のブレンデッドファイナンスの効果と事例について議論

（第２期第２回分科会資料より作成）



14 

第２期における議論 –ブレンデッドファイナンス-

金融：宜保座長

官民ファンド
（国・自治体）

休眠預金活用

ふるさと納税・
クラウドファンディング

政策金融

公益性が高いものの、リスク評価が困難な場合や、深いリスクテイクをすることが
必要な場合に融資や投資等の金融的手法により目的を達成する政策手段

事例①：ソーシャルビジネス支援資金（JFC）
事例②：資本性ローン（JFC）
事例③：ソーシャルインパクトボンド（DBJ）

国や自治体と民間が、イノベーション促進や地域活性化等、特定の目的を達成
するために、共同で設立し出資を行うファンド
事例④：リアルテックファンド（JIC）
事例⑤：SIIFICウェルネスファンド（中小機構）

休眠預金の活用により行政が対応困難な社会課題の解決と民間公益活動の
自立した担い手の育成を図る事業

事例⑥：劣後出資（JANPIA）

社会課題解決に資する資金を金融機関以外の資金から供給する手段を広範に
捉え、ふるさと納税・クラウドファンディングの活用についても紹介

事例⑦：ふるさと納税活用推進の取組

本分科会においては、様々な手法を共有する観点から“広義”のブレンデッドファイナンスについて
以下のとおり分類し、それぞれ「呼び水型の資金連携事例」を紹介する。

本分科会における分類

（第２期第２回分科会資料より作成）
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第２期における議論 –地域の課題構造を捉えるインパクトファイナンス

金融：宜保座長

⚫ 第2期第3回分科会においては、事例を通じて、取組をどのように「束」にしているのか、ギャップをどのように埋めて
いるのかを整理

㈱静岡銀行

西日本旅客鉄道㈱
（JR西日本）

Tech Startup 
HOKURIKU
（TeSH）

㈱D2 Garage

１

2

3

4

機関名 取組を「束」にするポイント支援する段階

創業
プレシード

シード
アーリー
ミドル

レイター

創業
プレシード

シード
アーリー
ミドル

レイター

創業
プレシード

シード
アーリー
ミドル

レイター

創業
プレシード

シード
アーリー
ミドル

レイター

課題に直面する既存産業に対し、構造転換に必要な金融・非金融
両面での支援を実施

「ローカルIPO」での出資に参画、地域金融機関等からの調達の呼
び水となるファイナンス

創業・プレシード段階の資金の出し手不在の問題を解消し、地域の
スタートアップ企業創出件数拡大を支援

創業～シード段階のSU創出・資金調達を様々な金融支援・非金融
支援により支え、地域のスタートアップ企業の創出・拡大に貢献

✓ 地域課題を俯瞰的に分析し、レバ
レッジポイントと関係するステーク
ホルダーの役割を特定し働きかけ
ることで地域重要課題の解決に結
びつける

✓ 外部資金を拠出した地域のステー
クホルダーのエグジット時における
架け橋的な役割を果たす

✓ 「ファイナンス」と「人財」両面で中
間支援の役割を担う

✓ 国、自治体、海外VC、地域中核
企業、地銀等、様々なステークホ
ルダーと連携して創業・プレシード
後の成長を見据えた支援を設計

✓ 自治体連携、産官学連携、アクセ
ラレータープログラム等、スタート
アップエコシステムの構築に関わる
多様なプロジェクトを企画・運営

（第２期第３回分科会資料より作成）
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第２期における議論 –地域の課題構造を捉えるインパクトファイナンス

金融：宜保座長

大項目 小項目

人材・働き

方

その他

環境

健康・医

療

インフラ・

都市開発

教育・子

育て

食料・農

業

個別企業ごとにインパクトファイナンスを検討するプロセス

案件検討
企業分析

個社の
PI/NIの特定

KPI設定
ファイナンス
実行

地域社会の
課題分析

課題解決に向
けたロジックモ
デル(ToC)の

整理

ファイナンス
領域の特定
/KPI設定

案件検討
企業分析

ファイナンス
実行

✓ 個社のポジティブインパクト(PI)・ネガティブインパクト(NI)の検討が出発点となる

✓ 企業の重要課題の分析が主となり、排出量や企業内の雇用・福利厚生等、対象インパクトは本
業外の項目が多い。企業の持続可能性は向上が見込まれるが、検討プロセス上、地域の重要
課題の分析を実施する構造になっていない

✓ 一社一社へのファイナンスはインパクト増減の意図を持って行われるが、対象は分散的。多数の
中小企業にPIFを実行しても地域全体に与えるインパクトという観点では限界がある

地域内の複雑な因果関係の分析が必要となるためKPIの策定含めロジックモデルの整理には時間・
労力を要するが、

✓ 地域社会のコア課題の分析が出発点となり、地域のコア課題の解決に向けた差分(インパクト)
を中心に検討するため、長期的に地域全体に与えるインパクトが大きい

✓ 整理されたロジックモデルが活用され、複数企業への金融支援及び非金融支援を明確な意図を
持って統一的に検討することができる

✓ ファイナンス領域を特定していても、対象課題解決企業が地域に存在しないケースがあるため、
自治体、中間支援機関、金融機関の連携による非金融の取組の重要性が高い

地域の課題構造を踏まえてインパクトファイナンスを検討するプロセス

大項目 小項目

その他

食料・農

業

教育・子

育て

インフラ・

都市開発

健康・医

療

環境

人材・働き

方

創出インパクト（イメージ）

創出インパクト（イメージ）

地域のコア課題を捉
えた取組になりにくく、
領域が分散

意図を持った金融・
非金融の取組により
有意なインパクト創
出

コア課題の改善に
より派生的に
他課題へのインパ
クトも発生

（第２期第３回分科会資料より作成）
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事例集を通じて目指す姿

金融：宜保座長

ねらい

マッピングの軸

社会課題
各分科会に合わせる方針として、データ分科会で使用している分類を適用

ファイナンス手法
5つの事項を考慮し、インパクト投資における主なファイナンス手法を選定

➢ 投資家のリスク許容度・リターンへの期待

➢ インパクト測定・管理体制の整備

➢ 期待する社会的・環境的インパクトの種類や規模

➢ 投資先の成長段階

➢ 投資期間、資金規模、資金の柔軟性、規制・法制度など、その他の要素

企業の成長段階
シード・アーリー・ミドル・レイタ―・その他に分類

⚫ 目的としてメッセージを経営層にしっかりと発信することとし、事例集活用のターゲットは本部企画部
門並びに実務者の支店長、部長、および課長向けとして金融機関内のコミュニケーションとして使って
いただく想定

⚫ ファイナンス手法を認知してもらい、資金の出し手の間での連携もあるとよい。最初に何を目指すのか
示し、多様なファイナンス手法を使用するモデルケースを載せてこうなっていくといいという姿を示す

（第２期第４回分科会資料より作成）
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地域課題を価値創造の起点へ

地域には潜在的な資源が存在する一方、人口減
少や人材流出等の複雑な課題が顕在化し、持続
可能性が問われている。

課題を単なる「コスト」ではなく、新たな需要や価
値創造の起点としてとらえなおす「地域インパクト
エコノミー」の可能性を議論した。

エコシステムの形成と好循環

実現には個別企業単位ではなく、金融機関、国・
自治体、大学、コミュニティ等の多様な主体が面的
に連携し、資金・人材・知恵が循環する構造が不
可欠である。

実践知の共有とネットワーク形成を通じて、地
域におけるインパクト創出と経済成長の好循環
の実現、ならびに、その過程で、企業の成長段
階や地域課題に応じ、多様な資金を適切に組
み合わせるとともに、連続的な伴走支援を「束」
として設計する視点の重要性について認識を深
め、地域インパクトエコノミー形成に向けた議論
を行った。

地域課題を価値創造の起点へ

金融：宜保座長



インパクトコンソーシアム勉強会（入門編）

第４回

官民連携促進分科会



1

インパクトスタートアップ協会について



2

（背景）スタートアップと社会課題解決

自助 公助 共助



3

（背景）自治体とスタートアップの連携実績は少ない

 スタートアップとの連携調査に回答のあった自治体のうち7割程度の自治体はスタートアップと連携したこ
とがない

自治体のスタートアップとの連携実績

（出典）令和５年度産業経済研究委託事業（インパクトスタートアップの官⺠連携にかかる調査研究）。
全1788の自治体を対象にWEBアンケートで調査を実施し、有効な回答を集計したもの。

5.9% 1.3%

11.8%

7.4%

73.7%

数多く連携したことがある

（11件以上）

連携したことがある（6-10

件程度）

連携したことがある（1-5

件程度）

連携したことはあるが、件

数は把握していない

まったく連携したことがない

（n=391件）



 社会課題が多様化する中で、国や自治体等の行政組織が⺠間事業者と連携しその課題解決にあたる必要性が増し

ているところ、特にインパクトスタートアップと連携した社会課題解決の促進について議論する。

 行政組織とインパクトスタートアップとの官⺠連携に関しては、行政組織側、スタートアップ側にそれぞれ課題が存在して

おり、こうした課題を構造化したうえで提示をし、課題解決の方向性と手法に係る議論を深めていく。

4

官民連携促進分科会の概要

概要

メンバー

 座  長：スタートアップ都市推進協議会 会長 高島 宗一郎

一般社団法人インパクトスタートアップ協会 代表理事  米良 はるか

 コアメンバー：

※敬称略・五十音順。第7回運営委員会時点

• 株式会社TBM 常務執行役員CMO 笹木 隆之

• ライフイズテック株式会社 取締役 CEAIO 讃井 康智

• 札幌市 経済観光局 経済戦略推進部 イノベーション推進課 スタートアップ推進担当 課長 高田 明

• 浜松市 産業部 スタートアップ推進課 課長 田中 言彦

• 株式会社CureApp 事業開発・推進統括取締役 宮田 尚

• つくば市 政策イノベーション部 科学技術戦略課 スタートアップ推進室長 屋代 知行

• 福岡市 経済観光文化局 創業推進部 創業支援課長 吉原 瑛二

2025.9.4
第７回運営委員会資料を一部加工
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2024年度の活動

 官⺠連携に係る課題が数多く存在していることを踏まえ、本年度事業の終了時には、官民連携に資する情報がま
とまった「実践ガイド」が作成され、実体験を基にした集積知が普及されることで、自治体・インパクトスタートアップが
官⺠連携を実践可能な状態を目指す。

 本年度事業によって作成された「実践ガイド」が、本年度以降に渡って各地域での官⺠連携の普及・促進を加速し、
地域課題の解決による国⺠への利益を広く高める効果を創出したいと考えている。

アウトカム本年度事業終了時の状態アウトプット

• 「実践ガイド」に基づき多くの自治体が官⺠
連携事例を創出するきっかけができている

• 作業部会のメンバーが検討した官民連携プ
ロセス・ノウハウが整理・標準化される

• 「実践ガイド」やこれまで蓄積したノウハウが
より多くの官民連携実績や事例を生む

• インパクトスタートアップとの官⺠連携を通じ
た各地域での社会課題解決が進む

【官民連携の現状】

【本事業で創出したい効果】

＞

• インパクトスタートアップのソリューション
マップや、官民連携に資する情報を集約し
た成果物（＝実践ガイド）を作成

• デジタル行財政改革 国・地方スタートアップ
連携実務者会議等 関係省庁の取組みと
も連携し「実践ガイド」の認知・活用を促す

• 具体的な官⺠連携の事例創出に向けた議
論・検討を行う

• インパクトスタートアップと自治体の官⺠連携においては、現状多くの課題が存在している

– 自治体の中で、インパクトスタートアップを始めとする⺠間事業者との連携に関するルールやプロセスが整理されていない

– インパクトスタートアップと地方自治体の間には、コミュニケーションの仕方、プロセス、スピード感など様々な面でギャップがある

– 自治体とインパクトスタートアップの接点が限られており、課題に対し優れたソリューションがあってもマッチングに至りにくい

– 自治体が連携する事業者を選定するにあたって、その性質上インパクトスタートアップを選びにくい傾向がある 等

• 上記のような課題に対応する優れた連携事例は存在する一方、解決策やノウハウの共有機会が少なく、横展開が進みにくい

(例)

2024.7.31
2024年度第1回官⺠連携
促進分科会資料を一部加工
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2024年度の成果

 2024年度に行った合同作業部会やコアメンバーの皆様からの知見・意見のご共有を通じて、「自治体と地域課題解
決に取組むスタートアップの官民連携に向けた実践ガイド」が完成。

 「実践ガイド」の公表のほか、政府の地方創生に関連する各種施策・制度も展開されており、行政機関とスタートアップ
の官⺠連携を通じた社会課題解決に向けた機運が高まってきている。

2024年度における活動の成果

• 合同作業部会やコアメンバーの皆様からの
知見・意見を取りまとめ、「実践ガイド」が
完成

• 「実践ガイド」にてこれまでの連携を通じて
洗練されてきた
官⺠連携プロセス・ノウハウを整理・標準
化

• 各関係者の分科会への注目と「実践ガイ
ド」の公表により、より多くの自治体・スター
トアップにノウハウが共有される土壌を整備

官民連携の機運の高まり

• 地方創生に政府が注力しており、様々
な施策を展開

• 交付金活用にて自治体がスタートアップ
を活用する期待も高まる

• 地方におけるイノベーションや主体的な
課題解決に向けた取組のけん引役とし
てスタートアップの活躍が期待される

出典：経済産業省「自治体と地域課題解決に取組むスタートアップの官民連携に向けた実践ガイド」https://www.meti.go.jp/policy/newbusiness/impact/index.html

2025.9.24
2025年度第1回官⺠連携
促進分科会資料を一部加工
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実践ガイドについて①

想定する関係者に向けたポイント

想定する関係者 知りたい情報（想定ニーズ） 本ガイドが提供する価値

自治体

意思決定者 • 官⺠連携によって何が変わるか、どのようなメリットがあるか
• 地域課題解決の先進的手段としての
活用意義

実務者 • 官⺠連携の具体的な進め方、調整のポイント、留意点
• 連携パターン（出口）の実践ノウハ
ウ・事例・連携パターン

スタートアップ • 自治体の役割、期待できる支援、協議の前提知識
• 自治体の組織文化・予算サイクル・連
携可能性の理解

支援団体 • 両者（自治体・スタートアップ）の違い・特徴、事例把握
• 官⺠の橋渡しに必要な共通言語と成
功事例

背景

• 地域社会の課題解決は、長らくその役を自治体が担ってきたが、
多様かつ難易度の高い課題に対応するための自治体内のリソー
スが不⾜

• より革新的な方法での課題解決を⾏うプレイヤーとしてスタート
アップへの注⽬や期待が高まっている

⽬的

• 過去の優れた連携事例における実体験を基にした、官⺠連携の
標準的なプロセス・要点・課題や、連携可能性がある自治体・ス
タートアップを取りまとめることにより、多くの自治体・スタートアップ
が官民連携に取り組める⼟壌を作る

• 「自治体・スタートアップによる連携意義」と「官⺠連携の進め方」
を伝えることで、関係者の意識醸成と実践に向けたアクションイ
メージの普及を⽬指す

実践ガイドの背景・目的

• 実践ガイドとは、先進的な自治体・スタートアップ・関係省庁等の有識者や、分科会メンバーのノウハウ・意見を基に、官民連
携に資する実践方法・ノウハウ・事例等の情報を集約した「自治体と地域課題解決に取組むスタートアップの官⺠連携に向け
た実践ガイド」（以下、実践ガイド）です。

実践ガイドとは
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実践ガイドについて②

官⺠連携の成功の鍵

自治体は「安定・説明責任」、スタートアップは「革新・早さ」を重視する
→互いの特性への歩み寄りと対話により認識のズレを解消できる

1 文化・意思決定スピードの違いを理解する

課題特定⇒連携先探索⇒調整⇒連携方法検討⇒予算化のステップを意識
→体系化によって円滑な連携と現場負荷の軽減につながる

2 準備・調整におけるステップを意識して進める

他自治体・他案件の実践事例や知見を参考にしながら進める
→実現性が高く、他自治体等への横展開が可能な官⺠連携を創出

3 先⾏事例を踏まえて連携の進め方を具体化する

▼詳細はこちら

本編 概要版

⇐実践ガイドのHPはこちら

官⺠連携の3つの出口

本ガイドで
取り扱う
官⺠連携
における

3つの出口

①
自治体“へ”導入する
（公共調達等）

②
自治体“を介して”広める
（共同プロモーション等）

③
自治体“と共に”創る

（共同開発・実証実験）

• 公共調達での導入を目指す

• 選定方法の原則は価格競争入札となるが、
本ガイドではその留意点やスタートアップの特性
を活かす方法について記載

• 連携により自治体を経由し、新たな販路開拓
や認知向上につなげる

• 自治体の信用やチャネルを活かした取組となる

• 自治体との共同開発や実証実験を経て創出
したサービスや製品を、他の自治体や⺠間企
業へ販売していくことを目指す

スタートアップ 自治体

スタートアップ 自治体 企業・市民

企業・市民スタートアップ×自治体

他の自治体×

https://www.meti.go.jp/policy/newbusiness/impact/impact_guide_honpen.pdf
https://www.meti.go.jp/policy/newbusiness/impact/impact_guide_gaiyo.pdf
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2025年度の活動

【対外発信・仲間づくり】

• 「実践ガイド」や官⺠連携に関する事例発信を通
じて、分科会の対外露出を増やす

•自治体・スタートアップの意思決定者や
中間支援団体、メディア等、多様な関係者
をメンバーに引き入れる

【実践・事例創出】

• メンバーの官⺠連携に係る課題や
現在地を把握する

• メンバーが社会課題解決を図るための
官民連携を行い、事例やノウハウが生ま
れる

【情報集約】

• メンバーの官⺠連携事例を集め、国全
体としての官⺠連携の動向や振興を確
認する

• メンバーが官⺠連携実践を通じて得た
ノウハウを事務局に集める

【知の集積・研磨】

• メンバーによる活動にて生まれた事例や
ノウハウ等をベースに「実践ガイド」を
更新し、分科会が有する官⺠連携に関わる
知を増幅・研磨する

ヒトと情報が
集まる
プラット
フォーム

 2025年度は、官⺠連携に関わるより多様な関係者に加わっていただきながら、官⺠連携の実践を促進し、官⺠連携に
係る集積知の更なる高度化を図る想定。

 メディアや投資家を分科会の活動に引き込みながら実践ガイドやトップランナーの活動を発信するとともに、更なる事例創
出に向けた土壌を整備していく。

2025.9.24
2025年度第1回官⺠連携
促進分科会資料を一部加工
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2025年度の成果

 2025年度は分科会を２回、勉強会を２回開催し、昨年度作成した「自治体と地域課題解決に取組むスタートアップ
の官⺠連携に向けた実践ガイド」を基に、官民連携に取り組むより多くの自治体やインパクトスタートアップ等の分科
会への引き込みと、今後の事例創出に向けた具体的手法に関する議論を深めた。

 実践ガイドについて、共同調達・トライアル発注に関する調査結果や最新事例の更新を行うとともに、内閣府やデジタ
ル庁が推進する官民連携ネットワークに関する情報を追加した。

第5章

官⺠連携編

トライアル発注事例：茨城県
（茨城ベンチャートライアル優良商品等創出事業者認定制度）

• 地元経済団体と連携してスタートアップを調達し育成する
共創的コンセプトのもとで実施する事例

共同調達・トライアル発注に関する調査結果
• 事務局が自治体（n=246）へ実施した調査から一部を掲
載し、各制度への認知・プロセス・導入や運用上の課題につ
いて提示

概要版P28/本編P118

概要版P24/本編P93-96、
P98-100

共同調達・
トライアル発注

他省庁
ネットワーク
関連

地方創生SDGs官民連携プラットフォーム

• 内閣府において、SDGsの国内実施を促進し、より一層の
地方創生につなげることを目的に、広範なステークホルダー
とのパートナーシップを深める官⺠連携の場

概要版P24/本編P92 

(3)出口①自治体“へ”の導入（公
共調達等）

デジタルマーケットプレイス(DMP) 

• デジタル庁とあらかじめ基本契約を締結した事業者が、デ
ジタルサービスを登録するカタログサイトを設け、そのカタログ
サイトより各行政機関が最適なサービスを選択し、個別契
約を行う調達手法

第5章

官⺠連携編

トライアル発注事例：茨城県
（茨城ベンチャートライアル優良商品等創出事業者認定制度）

• 地元経済団体と連携してスタートアップの製品等を調達し
育成する共創的コンセプトのもとで実施する事例

共同調達・トライアル発注に関する調査結果
• 事務局が自治体（n=246）へ実施した調査から一部を掲
載し、各制度への認知・プロセス・導入や運用上の課題につ
いて提示

概要版P28/本編P125

概要版P24/本編P100-102、
P105-107

共同調達・
トライアル発注

他省庁
ネットワーク
関連

地方創生SDGs官民連携プラットフォーム

• 内閣府において、 SDGsを原動力として、より一層の地域
課題の解決や地方創生につなげることを目的に、広範なス
テークホルダーとのマッチングを促進するための官⺠連携の
場

デジタルマーケットプレイス(DMP) 

• 中小・スタートアップを含む事業者が、デジタル庁と基本契
約を締結の上、カタログサイトにソフトウェア・サービスを掲載、
各行政機関は本サイトで仕様に基づき検索・選定を行うこ
とで迅速にSaaSを調達できる手法

実践ガイドの更新章 アップデート内容 アップデート箇所
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今後の活動

 引き続き、「ヒトと情報が集まるプラットフォーム」として、分科会メンバーによる官民連携の事例やノウハウ・課題等の
情報を集約し、情報発信を行う。

 加えて、経済産業省が「実践ガイド」を活用し、自治体とスタートアップの官民連携の事例創出を支援する事業を実
施予定であり、当該事業において経済産業省と連携して事例創出に取り組むとともに、事例・ノウハウに関する情
報発信等を行う。

経済産業省・関係団体

・支援を行う人員の派遣

インパクトコンソーシアム

スタートアップ

自治体

・公共調達に関する課題整理
・庁内の体制整備
・解決したい地域課題の掘り起こし
・庁内原課のニーズ集約
・連携手法の検討
・予算要求

事例創出
支援

モデル事例の横展開

他自治体

・庁内原課の意識醸成

・連携先のスタートアップ選定 等

・庁内原課向けのセミナー

・スタートアップとのマッチング

官⺠連携
公共調達

自治体とスタートアップの連携・調達の促進のためのモデル事業（経済産業省）
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以下、参考資料
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日本成長戦略本部スタートアップ政策推進分科会での議論

2025.12.24
第１回スタートアップ政策推進
分科会資料１－１
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日本成長戦略本部スタートアップ政策推進分科会での議論

2026.2.4
第１回スタートアップ政策推進
分科会資料２より抜粋
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日本成長戦略本部スタートアップ政策推進分科会での議論

2026.3.16
第２回スタートアップ政策推進
分科会資料９（経済産業省
提出資料）より抜粋
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日本成長戦略本部スタートアップ政策推進分科会での議論

2026.3.16
第２回スタートアップ政策推進
分科会資料９（経済産業省
提出資料）より抜粋
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日本成長戦略本部スタートアップ政策推進分科会での議論

2026.3.16
第２回スタートアップ政策推進
分科会資料９（経済産業省
提出資料）より抜粋



パネルディスカッション

インパクトコンソーシアム主催勉強会（入門編）
第4回 次なる歩みへの展望
～インパクトコンソーシアム分科会の軌跡と今後～



本日は大変お忙しい中、ご参加いただきましてありがとうございました。

■ 事務連絡

御礼

会員登録
◼ 登録方法①

◼ コンソーシアム事務局アドレスに直接
入会希望の旨を連絡

◼ 事務局アドレスは下記の通り：
info.impact-
consortium@tohmatsu.co.jp

◼ 登録方法②

◼ コンソーシアムウェブサイト（インパクトコンソーシアム）＞
「入会希望メールを送る」をクリック

mailto:info.impact-consortium@tohmatsu.co.jp
mailto:info.impact-consortium@tohmatsu.co.jp
mailto:info.impact-consortium@tohmatsu.co.jp
https://impact-consortium.fsa.go.jp/


インパクトコンソーシアム×Social Impact Day共催

2026 年 6 月 19日 13:00 18:30

(申込Forms) https://forms.office.com/e/56g1TsqKLQ
※ 非会員の方も、会員登録いただくことにより、お申込みいただけます。

お申込み後にご案内をお送りいたします。

プログラム

インパクトコンソーシアム
   in person 2026 ―インパクトの裾野拡大、その次の一歩― 

第一部 パネルディスカッション
第二部 成果報告会

企業・行政による最新の取り組みをご紹介するパネル展示
登壇者・参加者同士でのネットワーキングタイム

金

パネル展示＆ネットワーキングの機会

申込締切

6/10 (水) 17時

文部科学省 東館 3階講堂
東京都千代田区霞が関3丁目2番2号

QRコードよりお申込み
いただけます

https://forms.office.com/e/56g1TsqKLQ
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